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Current Status of Rural-MaaS in Depopulated Areas: 





 This study covers on-demand transportation services (Rural-MaaS), with a 
particular focus on a case study of a demonstration experiment in the town of 
Assabu,Hokkaido, where depopulation is extremely advancing.  In addition to 
reservation and dispatch services, new initiatives such as the use of EV vehicles and 
currency system have been introduced in this experiment as well, and promotion of  
local production for local consumption with  the local renewable energy and 
development and promotion of the region  beyond mere transportation services were 
witnessed. On the other hand, the aging of the population in depopulated areas is 
serious, and it was confirmed that the due care must be given to the residents who 
cannot enjoy IT services. For the implementation of new transportation services 
requires joint efforts by  the public and private sectors are essential and  the 
understanding by the local governments and the local residents are needed as well. 
And the outcome of these demonstration experiments would be considered to lead to 
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た ITサービスを軸にしたデマンド型 2の交通サービスの研究が進んできており、特に 2014
























過疎集落では、買い物や通院にも時間がかかり、片道 30 分～1 時間未満が多く、1 時間
～2 時間未満も 2 割に達している（国土交通省, 2008）。さらに、道路が整備された都市部



































2002 年（平成 12 年）2 月の改正道路運送法「道路運送法及びタクシー業務適正化臨時













コミュニティバスが担っている（田中, 2011; 加藤・野原, 2014）（表 1）。 
 

































出典：国土交通省 神戸運輸監理部 兵庫陸運部（2019）p.2 を元に筆者作成 
 
しかし、乗合バスは、民間事業者の 7 割、公営事業者の 9 割が赤字となっている。コミ
ュニティバスは路線バスよりもバス停が細かく、他密度に設置されているため、バス停へ
の停車が多く効率が悪く、さらに民間バス事業者の経営圧迫回避のため駅前の利用が規制




省 九州運輸局 自動車交通部 旅客第一課, 2012）。 
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2016 年には、京都府京丹後市において Uber の仕組みを利用した自家用車による運送サ














外の都市において MaaS の社会実装が進展している。 
都市部の MaaS の主な目的は、自家用車のより包括的な代替手段を提供すること





                                                        
4 自家用有償旅客運送の導入率は、2018 年時点で全国 1,724 市町村の内 440 市町村（26%）となってい
る（国土交通省自動車局, 2019）。 











ている（Eckhardt, Nykänen, Aapaoja, and Niemi, 2018）。こうした地方を対象とした
MaaS の実験や導入も進んでおり、既存交通との接続やラストワンマイルの移動、現在の
サービスレベルの維持と利用率の向上などが目的となっている（Aapaoja, Eckhardt, 






交通におけるオンデマンドサービスとして、平成 14 年 1 月に福島県小高町（現 南相馬
市）で、デマンド交通が導入されており、その後約 10 年で 300 自治体以上に導入されて
いる（国土交通省総合政策局情報管理部, 2002; 公益財団法人日本自動車教育振興財団, 
2013）。 
オンデマンド型のバスシステムとしては、岡山県総社市でオンデマンド型バスサービス
「雪舟くん」が 2011 年より運行されている。平日の昼間に 1 時間おきに市内を 7 人乗り
9 台の乗合バスが走行しており、1 時間前に予約、300 円一律の料金となっている。高齢
者は 200 円となっており、赤字分は公費で対応している。配車は電話オペレーターが受け

















くにないといった不満が生じていた。オンデマンドバスは 1,056 回予約され、197 人（延







表 2 道路運送の種類 
























                                                        
5 「平成 19 年版高齢社会白書」によると、2006 年（平成 18 年）10 月 1 日時点の全国の高齢化率は 20.8％
（前年 20.1％）、地域別で長崎県は 23.6%となっており、当時の雲仙市は比較的高い数値となっている。
なお、「令和 2 年版高齢社会白書」によると 2019 年（令和元年）10 月 1 日時点では、全国の高齢化率は
28.4％に、「人口推計：令和 2 年 9 月確定値、令和 3 年 2 月概算値（令和 3 年 2 月 22 日公表）」によると
28.9%にまで上昇している。 
6 市独自の補助制度で通常のタクシーから 3 割（最大 500 円を上限）を割り引く。 



































Nykänen, Aapaoja, and Niemi, 2018）、そうした課題を一つ一つ解決していく手段として、
各地域で実証実験が行われている。 














「ISOU PROJECT」は、再生可能エネルギーを活用した EV 車を利用し、過疎地域の
住民移送を試みる実証実験（Proof of Concept）であり、2019 年 8 月 19 日から 30 日かけ





産地消の促進、高齢者・IT 弱者にも対応した MaaS プラットフォームの提供としての固
定電話や非スマートフォンの携帯電話への対応などが実験された（図 1）。 
 




図 1 「ISOU PROJECT」による移送サービス（独自性） 
出典：株式会社 TIS「ISOU PROJECT」を元に筆者作成 
 
こうした実証実験を行うことで、様々なデータを蓄積し、全国の過疎地域へのビジネス
モデルの展開も検討されており、本実証実験をもとに、2020 年 9 月から 12 月にかけては、
静岡県浜松市天竜区の旧佐久間町地域 7でも実証実験が行なわれている。 
プロジェクトの構想自体は約 1 年前からであり、2019 年 2 月 26 日に発足し、株式会社











                                                        
7 佐久間町地区の人口は 2020 年 10 月 1 日時点で 3,073 人となっている（浜松市 Web サイト）。 

















函館市内から北西方面にバスで約 2 時間の距離に位置する。面積の 8 割が森林であり、町
内には高校や大学が無いため、若年層は函館に流出している。 
国勢調査によると、厚沢部町は、1960 年（昭和 35 年）をピークに人口が減少し続けて
おり、2018 年の時点で、3,880 人と 4,000 人を切っている（図 2）。 
 
図 2 厚沢部町の人口推移 
出典：総務省「国勢調査」をもとに筆者作成 































































人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上




高齢者の割合は、1960 年（昭和 35 年）の 4.4％から、2010 年（平成 22 年）には 34.8%
にまで上昇している。一方で、14 歳までの年少人口については、1960 年（昭和 35 年）の

















11 日間の実証実験では、町民のうち 103 人が利用登録を行い、のべ 279 人のオンデマ
ンド運行、のべ 24 人の定期運行（子供の学校や塾への送迎）に利用されており、厚沢部
町においてもこうしたオンデマンド型交通サービスへのニーズが確認された。一方で、利











生じるため、現時点で完全な自動化は難しい。高齢者を無視した IT を前提とした MaaS
                                                        
9 函館駅から約 59km。1 日往復 5 本ずつ。 








EV 車の稼働状況は、オンデマンド運行回数が 158 回、1 日平均の運行回数が 13 回、1
日平均利用者数は 23 人、平均利用距離は 1 回あたり 5.07km となり、対象地区を限定し
たこともあり、近距離での利用が中心となっている。 
効率的な配車やルートはシステム開発による自動化が進んでおり、解消しつつある。
「ISOU PROJECT」では、ルートの設定に Google Map を利用することで、EV 車の現在
地を確認し、いつ車が到着するかなどの目安を示すことで利用者の利便性の向上が確認さ





4.3.3 EV 車の活用 
技術的な面として、実証実験では EV 車を利用していたが、プロジェクトの平均走行距
離は 1 台あたり 1 日 66km であり、月換算の 1 台あたりのエネルギーコストは 7,768 円、
ガソリン車の2万3,231円との比較では1台あたり1万5,463円のコスト減となっている。
厚沢部町で稼働するメガソーラー10のみで一定台数以上の EV を稼働できると試算してお













                                                        
10 大規模太陽光発電所。太陽光発電の中でも、出力が 1MW（1000kW）を超える大規模システムといわ
れるものをメガソーラーと呼ぶ（株式会社鈴鹿 Web サイト）。 
11 現地では開発中の EV バスが展示されていたが、速度や冬季の走行が課題とされていた。 





































                                                        
12 Lv5 の自動運転技術は 2020 年現在、実用化は程遠い。また、Google Map など道路のデータも、過疎
地域は更新が少なく使いづらいことが今回の実証実験で明らかになった。 
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